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1)障害者の家族のくらしと権利をまもる広島連絡会

の僕らのア トリエ

心身障害者と精神障害者の就労促進のための施設である小規模作業所は、県内に約 150

か所程度あり、障害者の社会参加に大きな役害Jを果たしているにもかかわらず、十分な社会

的支援を受けられていない。

行政からの運営費の一部支援と、ボランティアの活動に頼つているのが現状であり、小規

模作業所が果たしている役割の大きさを考えれば、企業などからの新たな視点でのより広範

な支援が期待される。

このため、産学官連携の取り組みの中で生み出された手法などを検討し、それらの応用を

研究することにより、小規模作業所への新たな支援方策の構築をめざす。
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本研究は地域から要請のあった、「企業の情報や人的交流を利用 した、作業所支援を

推進する方法を提案 して頂きたいJと の提起に応えたものである。

脳卒中や事故による中と障害者の増加、精神障害者の収容保護から地域生活支援への

施策の転換、障害者の社会参加の意義についての認知の広がりなどを背景に障害者の就
労活動開拓の需要は増大の一途にあります。障害者雇用の促進に関して国は 18%と い

う法定雇用率を定めて奨励 していますが、未だに達成 されていない現状にあります。そ
のような中で、障害者作業所は身体 ・知的 ・精ネ申などに障害がある人の社会参加 と就労
支援を目的として当事者によつて考案 され、国の助成制度も整備 され開設 され全国的に
ひろがっています。

しかし、現状ではそこで働 く障害者がえる 「給与」(正確には給与 とは言えない)は
月に 1万 円にみたないところが多数あり、そのような施設は行政支援の乏しい無認可施
設が多く、そこで働く職員の賃金や勤務時間は相当に厳 しいものがあります。法的に認
可された施設になれば、補助金も増えそのような状態は軽減 されますが、障害者 自身の
「給与」の低 さは改善されません。

地域からの提案は、そのような障害者作業所現状を打破するうえで、企業と作業作業
所との協働可能性を探る中から方向性が見えないか検討 しほしいというものでした。こ
の趣旨を汲んで、本研究は、全国と広島の実践経験をふまえ、その現実可能な方向を明
らかにし、現実化する際のポイン トを示すことをねらいとしました。
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